
新潟県工賃向上計画【概要版】
Ⅰ 計画の要旨

１趣 旨 ：新潟県「夢おこし」政策プラン（平成25年６月見直し）（期間：平成25～28年度）（以下「政策プラン」という。）及び「工賃向上計画」を推進するための基本的な指針
（平成24年４月11日付け障発0411第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（期間：平成24～26年度）（以下「基本指針」という。）に基づき、障害のある方
の「うるおいある生活」の実現を支援するため、対象事業所における工賃向上に取り組みます。

２期 間 ：平成24年度から平成28年度までの５年間（政策プラン及び基本指針の期間を踏まえて設定。）

３目標工賃：対象の143事業所（Ｈ24．４時点）が作成した工賃向上計画に基づき、目標工賃を設定しました。

平成28年度の目標※１：15,600円（全事業所）／21,000円（Ｂ単独型※２）
【表１】各年度における目標工賃（単位：円）

※１ 国が示す次期指針等の状況により、その対応を検討します。

※２ 他のサービスを併設せず、対象事業を単独で行う事業所の工賃向上計画を抽出して集計したところ、全事業所の目標工賃と比較して高い水準であったこ
とから、その達成状況についても把握することとしました。

４対象事業所：障害者総合支援法に規定する就労継続支援Ｂ型事業所

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

全事業所 13,182 13,791 14,400 15,009 15,600

Ｂ単独型※ 16,609 18,007 19,024 19,972 21,000

Ⅱ 現状と課題 Ⅲ 具体的方策
１現状 ２課題

(1)旧計画※における県平均工賃月額等の実績
最終年度(Ｈ23)は基準年(Ｈ18)と比較して、工賃支払総額で

194,974千円、平均工賃月額で2,132円(20.4％)増加しました。

(1)事業所が抱える課題

①商品力の向上
委託元企業の業績や景気に左右

されない売れる製品の開発

②営業力の向上
営業力や単価の交渉能力、商品

のＰＲや販路拡大のノウハウ不足※ 「工賃倍増５か年計画」を推進するための基本的な指針（平成19年７月６日付け
障発第0706004号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の規定により、
平成18年度の平均作業工賃月額の倍以上の水準である21,000円（平成23年度）を
目標とした新潟県障害者授産施設工賃倍増計画（平成20年２月制定）（期間：平
成19～23年度）に取り組んでまいりました。

(2)事業所の平均工賃月額の分布状況
実績が２万円以上の事業所の増加が平均の増加に寄与しまし

た。一方、最頻値は5,000円～9,999円で固定しています。
③職員意識の向上
工賃向上の必要性についての経

営者から現場までの意識共有

(2)理解促進
発注促進に向けた理解促進

平均工賃月額（円） 年度別事業所数
18 19 20 21 22 23

～ 4,999 10 10 11 8 13 13
5,000～ 9,999 34 35 39 39 39 50
10,000～14,999 27 35 33 37 41 38
15,000～19,999 10 12 13 11 16 21
20,000～24,999 1 0 3 8 5 7
25,000～29,999 0 3 1 1 4 4
30,000～35,000 1 0 2 2 1 2

合計事業所数 83 95 102 106 119 135
平均以上事業所数 37 43 43 37 43 44
平均以上率(％) 45 45 42 35 36 37
21千円達成事業所数 1 3 3 7 9 10

年度 事業所数 工賃支払総額 延人数 平均工賃月額

Ｈ18 83 308,132千円 29,511人 10,441円

Ｈ23 135 503,106千円 40,015人 12,573円

１ 事業所に対する支援
(1)魅力ある商品づくり

既存の授産製品の売上増加を目指す事業所に、品質や商品力等製品改善
を支援する専門家を派遣し、改善された製品の販路の見直し・拡大を図る
ことで、売上増加に伴う工賃向上を支援します。

(2)授産活動コーディネート事業
県内の障害者施設で構成されるネットワークに、官公庁や民間企業等か

らの受注業務やネットワークが行う授産製品の生産・販売等に係る連絡調
整や進捗管理等の業務を行うコーディネーターを配置することで、受注業
務の安定化と新規受注に向けた営業活動を支援します。

(3)ネットワーク定着・拡充
障害者施設のネットワークの定着・拡充の支援により、共同受注や共同

販売体制の構築による受注や販路の拡大を促進することで工賃向上を図り
ます。

(4)経営意識の向上研修等事業
工賃向上の基本的な考え方や経営の基礎知識を学ぶ研修とともに、工賃

向上に取り組み、成果を上げている事業所を視察し、高工賃を実現してい
る事業所の利用者、職員との意見交換を通した工賃向上への意欲向上を図
ることにより、事業所経営者等の経営意識の改善を図ります。

(5)好事例発表、展示・即売会
全国の工賃引上げに積極的な事業所の取組の好事例に関する発表、展

示・即売会への出展を通して、障害者施設の製品に対する県民の理解促進
を図るとともに、出展を通した商品力や生産意欲の向上を図ります。

(6)アウトソーシング推進事業
県内の障害者授産施設からの積極的な調達を推進することにより、障害

者授産施設の受注の拡大を図り、障害者の福祉的就労を支援します。

２ 啓発普及
発注促進に向けて、県民・企業・市町村への啓発普及に引き続き取り組

みます。


